
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
 ポリフェニレンエーテル系樹脂（Ａ）１～１００重量部 ポリスチレン系樹脂（Ｂ）９
９～０重量部、並びにガードナー色調２以下の精製安定化ロジン類 アル
コール化合物および／ エポキシ化合物とからなるロジンエステル類
（Ｃ） からなることを特徴とするポリフェニレンエーテル系樹脂組成物。
【請求項２】
（Ｃ）成 、ガードナー色調１以下のものである請求項１記載のポリフェニレンエーテ
ル系樹脂組成物。
【請求項３】
 （Ａ） と（Ｂ） の合計１００重量部に対する（Ｃ）成分の配合量が０．１～５
０重量部である請求項 記載のポリフェニレンエーテル系樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、ポリフェニレンエーテル系樹脂組成物に関する。
【０００２】
【従来の技術】
ポリフェニレンエーテル系樹脂は、耐熱性、剛性等種々の性能に秀でた樹脂であり、エン
ジニアリングプラスチックとして注目されているが、溶融粘度が高いため、溶融成形する
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には高温を要し、変色、酸化、劣化等の種々の問題を生じる。したがって、従来より、ポ
リフェニレンエーテル系樹脂は、ポリスチレン系樹脂を配合して成形加工性を改良した組
成物として実用に供されている（例えば米国特許第３３８３４３５号明細書）。しかしな
がら、かかるポリスチレン系樹脂を配合した樹脂組成物の溶融流動性は、十分とはいい難
い。
【０００３】
そこで、ポリフェニレンエーテル系樹脂組成物の溶融流動性を改良するために、種々の方
策がとられてきた。たとえば、特開昭５５－１１８９５６号公報、特公昭５７－１３５８
４号公報、特開昭５８－１２９０５０号公報、特開昭５８－１２９０５１号公報、特開昭
５９－１２６４６０号公報、特開昭４７－３１３６号公報等には、ポリフェニレンエーテ
ル系樹脂に、さらにロジン、芳香族系石油樹脂、シクロペンタジエン樹脂、芳香族／シク
ロペンタジエン共重合樹脂またはクマロン－インデン樹脂等の低分子量炭化水素樹脂を添
加することが提案されており、溶融流動性の改良は認められる。しかし、低分子量炭化水
素樹脂の添加により、得られるポリフェニレンエーテル系樹脂が本来的に有する耐熱性を
満足できなくなる欠点がある。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、溶融流動性、成形加工性に優れ、かつ耐熱性にも優れるポリフェニレンエーテ
ル系樹脂組成物を提供することを目的とする。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、前記従来技術の課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、ポリフェニレン
エーテル系樹脂とポリスチレン系樹脂からなる組成物に、さらに特定のロジン類および／
またはロジンエステル類を添加してなる組成物が、前記目的に合致することを見出し、本
発明を完成するに至った。
【０００６】
即ち、本発明は、ポリフェニレンエーテル系樹脂（Ａ）１～１００重量部 ポリスチレン
系樹脂（Ｂ）９９～０重量部、並びにガードナー色調２以下の精製安定化ロジン類

アルコール化合物および／ エポキシ化合物とからなるロ
ジンエステル類（Ｃ） からなることを特徴とするポリフェニレンエーテル系樹脂組成物
に関する。
【０００７】
【発明の実施の形態】
本発明で用いるポリフェニレンエーテル系樹脂（Ａ）（以下、（Ａ）成分という）として
は、特に限定はされず各種公知のものを使用できる。例えば、一般式（１）：
【０００８】
【化１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０００９】
（式中、Ｒ 1  、Ｒ 2  、Ｒ 3  及びＲ 4  は、それぞれ独立して水素原子、アルキル基、アルコ
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キシ基、ハロゲン原子またはフェニルを表わし、ｎは重合度を表す整数である）で示され
る重合体があげられる。
【００１０】
上記一般式（１）で示される重合体の製造法は特に限定はなく、例えば、米国特許第３３
０６８７４号明細書、米国特許第３２５７３５７号明細書または第３２５７３５８号明細
書等に記載の方法に従ってフェノール類を反応させればよい。フェノール類としては、た
とえば、２，６－ジメチルフェノール、２，６－ジエチルフェノール、２，６－ジプロピ
ルフェノール、２，６－ジブチルフェノール、２，６－ジラウリルフェノール、２，６－
ジフェニルフェノール、２－メチル－６－エチルフェノール、２－メチル－６－シクロヘ
キシルフェノール、２－メチル－６－トリルフェノール、２－メチル－６－メトキシフェ
ノール、２－メチル－６－ブチルフェノール、２，６－ジメトキシフェノール、２，３，
６－トリメチルフェノール、２，３，５，６－テトラメチルフェノール、２，６－ジエト
キシフェノール等があげられる。上記一般式（１）で示される重合体は、かかるフェノー
ル類の１種単独の重合体であっても、二種以上が組み合わされた共重合体であってもよい
。
【００１１】
上記一般式（１）で示される重合体の好ましい具体例としては、Ｒ 1  及びＲ 2  が炭素原子
数１～４のアルキル基またはフェニル基であり、かつＲ 3  及びＲ 4  が水素原子または炭素
原子数１～４のアルキル基からなるものである。例えば、ポリ（２，６－ジメチル－１，
４－フェニレン）エーテル、ポリ（２，６－ジエチル－１，４－フェニレン）エーテル、
ポリ（２－メチル－６－エチル－１，４－フェニレン）エーテル、ポリ（２－メチル－６
－プロピル－１，４－フェニレン）エーテル、ポリ（２，６－プロピル - １，４－フェニ
レン）エーテル、ポリ（２－エチル－６－プロピル－１，４－フェニレン）エーテル、ポ
リ（２，６－ジフェニル－１，４－フェニレン）エーテル等があげられる。また、上記ポ
リフェニレンエーテル繰り返し単位中に、アルキル三置換フェノール、例えば２，３，６
－トリメチルフェノールを一部含有する共重合体等があげられる。
【００１２】
また、本発明における（Ａ）成分として、一般式（１）で示される前記重合体にスチレン
系化合物がグラフトした共重合体を用いることもできる。該グラフト化ポリフェニレンエ
ーテルの具体例としては、上記ポリフェニレンエーテル系樹脂にスチレン系化合物として
、例えばスチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、クロルスチレンなどをグラフ
ト重合して得られる各種の共重合体があげられる。
【００１３】
（Ａ）成分の重量平均分子量等は特に限定されるものではないが、通常、重量平均分子量
が１０００～３０００００程度、好ましくは１０００～１０００００であり、固有粘度が
０．００５～３ｄｌ／ｇ（クロロホルム、２５℃）程度、好ましくは０．００５～１ｄｌ
／ｇである。
【００１４】
本発明で用いるポリスチレン系樹脂（Ｂ）（以下、（Ｂ）成分という）としては、特に限
定はされず各種公知のものを使用できる。例えば、一般式（２）：
【００１５】
【化２】

10

20

30

40

(3) JP 3671408 B2 2005.7.13



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１６】
（式中、Ｒ 5  は水素原子または炭素原子数１～４のアルキル基を示し、Ｒ 6  はハロゲン原
子または炭素原子数１～４のアルキル基を示し、ｐは０～５の整数を示し、ｑは重合度を
表す整数である）で表される、芳香族ビニル化合物から誘導された繰返し構造単位をその
重合体中に少なくとも２５重量％有するもの、があげられる。
【００１７】
（Ｂ）成分の例をより具体的に示すと、たとえば、スチレン、ビニルトルエン、α－メチ
ルスチレン、α－メチル－ｐ－メチルスチレン、クロロスチレン、ブロモスチレン等の芳
香族ビニル化合物の１種を用いた単独重合体または２種以上を組み合わせた共重合体や、
前記芳香族ビニル化合物の重合体をブタジエン、イソプレン、クロロプレン等の共役ジエ
ン系化合物の単独重合体、共役ジエン系化合物と不飽和ニトリル化合物または芳香族ビニ
ル化合物との共重合体、さらには天然ゴムなどの各種のゴム成分により変性したものなど
があげられる。本発明では、前記（Ｂ）成分の具体例のなかでも、ポリスチレンまたは、
スチレン７０重量％以上とジエンゴム３０重量％以下とからなるゴム強化ポリスチレンが
好適である。なお、（Ｂ）成分としては、乳化重合、懸濁重合、塊状重合、溶液重合のい
ずれの方法により得られるものであっても使用できる。
【００１８】
（Ｂ）成分の重量平均分子量等は特に限定されるものではないが、通常、重量平均分子量
が１０００～１００００００程度である。
【００１９】
本発明においては、前記のように、（Ａ）成分および（Ｂ）成分からなる樹脂組成物の溶
融流動性などを改良する目的で、特定 ジンエステル類（Ｃ）（以下、（Ｃ）成分とい
う）を使用することが必須とされる。（Ｃ）成分の ロジン類とは、ガードナー
色調２以下、好ましくは１以下の精製安定化ロジンであり、その具体例としては不均化ロ
ジン、水素添加ロジン、脱水素化ロジンなどの安定化ロジンを蒸留して不鹸化物や夾雑物
を除いてなる精製安定化ロジン類が該当する。より具体的には、特開昭６３－１８６７８
３号公報、特開昭６４－８５２６５号公報、特開平３－２７７６７５号公報、特開平５－
１７１１１２号公報、特開平５－２７１６２２号公報などに記載されている各種が例示で
きる。
【００２０】
（Ｃ）成 、下記 アルコール化合物および／または エ
ポキシ化合物と、前記精製安定化ロジン類とから構成される各種の反応生成物

ガードナー色調２以下、好ましくは１以下とされる。
【００２１】
　該アルコール化合物としては スフェノールＡに酸化エチレンまたは酸化プロピレン
を付加してえられた ２価アルコー 例示できる。これらアルコール化合
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物は１種単独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。これらアルコール化合物
得られるポリフェニレンエーテル系樹脂組成物の耐熱性の点で特に好ましい。
【００２２】
　該エポキシ化合物としては、特に限定されず各種公知のモノエポキシ化合物や多価エポ
キシ化合物などが使用できる。モノエポキシ化合物としては、例え ェニルグリシジル
エーテル等のアリールグリシジルエーテル 記ロジン類のグリシジルエステル等のモノ
カルボン酸グリシジルエステル類；スチレンオキサイ が挙げられる。ジエポキシ化合
物としては、例え ，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパンジグリシジルエー
テル、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタンジグリシジルエーテル、１，１－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）エタンジグリシジルエーテル ，３’，５，５’－テトラメチ
ル－４，４’－ジヒドロキシビフェニルジグリシジルエーテル、２，２’－ビス（４－（
β－ヒドロキシプロポキシ）フェニル）プロパンジグリシジルエーテルなどの芳香 グ
リシジルエーテル どのジエポキシ化合物が挙げられる たテトラエポキシ化合物と
しては、例えば１，１，２，２－テトラ（４－ヒドロキシフェニル）エタンテトラグリシ
ジルエーテルなどが挙げられる。その他のポリエポキシ化合物として ェノールノボラ
ック型樹脂のポリグリシジルエーテルなどが挙げられる。これらエポキシ化合物は１種単
独でまたは２種以上を組み合わせて使用できる。これらエポキシ化合物 られるポリ
フェニレンエーテル系樹脂組成物の耐熱性の点で特に好ましい。
【００２３】
上記アルコール化合物および／またはエポキシ化合物と前記精製安定化ロジン類との反応
は、特に制限されず公知の反応条件を採用して容易に行うことができる。例えば、アルコ
ール化合物と精製安定化ロジン類との反応は、通常、アルコール化合物の水酸基と該ロジ
ン類のカルボキシル基の当量比〔－ＯＨ（ｅｑ）／－ＣＯＯＨ（ｅｑ）〕が０．８～２．
０程度となるよう仕込んだ後、不活性気流下に１５０℃～２８０℃程度に加熱し、生成水
を系外に留去しながら公知のエステル化触媒の存在下または不存在下にエステル化すれば
良い。また、エポキシ化合物と該ロジン類との反応の具体例としては、エポキシ化合物の
エポキシ基１個が水酸基２個に相当すると換算して、該水酸基と該ロジン類のカルボキシ
ル基の当量比〔－ＯＨ（ｅｑ）／－ＣＯＯＨ（ｅｑ）〕が０．８～２．０程度となるよう
仕込んだ後、１２０～２８０℃で酸価５以下、好ましくは３以下となるまでエステル化反
応を続行すれば良い。該触媒としては、例えばトリメチルアミン、トリエチルアミン、ト
リブチルアミン、ベンジルジメチルアミン、ピリジン、２－メチルイミダゾールなどのア
ミン系触媒、ベンジルトリメチルアンモニウムクロライドなどの第４アンモニウム塩、ル
イス酸、ホウ酸エステル、有機金属化合物、有機酸金属塩、トリアルキルフォスフィン、
トリアリールフォスフィンなどを使用できる。
【００２４】
かかる本発明の（Ｃ）成分の軟化点は、６０～１６０℃程度が好ましい。さらに好ましく
は、７０～１４０℃である。軟化点が１６０℃を越える場合には、得られるポリフェニレ
ンエーテル系樹脂組成物の溶融粘度の改良効果が不十分となり、一方、軟化点が６０℃未
満の場合には、ポリフェニレンエーテル系樹脂組成物の耐熱性の改良効果が不十分となる
。また（Ｃ）成分の分子量は、通常は数平均分子量３００～１００００程度とされ、好ま
しくは３００～５０００の範囲である。数平均分子量が１００００を越える場合にはポリ
フェニレンエーテル系樹脂組成物の溶融粘度の改良効果が不十分となる。
【００２５】
本発明のポリフェニレンエーテル系樹脂組成物は、前記（Ａ）成分１～１００重量部、前
記（Ｂ）成分９９～０重量部および前記（Ｃ）成分からなる。（Ａ）成分と（Ｂ）成分の
好ましい配合割合は、（Ａ）成分１０～９５重量部に対して（Ｂ）成分が９０～５重量部
（両成分の合計量は１００重量部）である。（Ｃ）成分の配合量は、（Ａ）成分と（Ｂ）
成分の合計１００重量部に対して、通常０．１～５０重量部、好ましくは、０．１～３０
重量部である。（Ｃ）成分の配合量が０．１重量部未満では、溶融流動性を向上できず、
一方５０重量部を越えた場合には、ポリフェニレンエーテル系樹脂が本来的に有する耐熱
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性、剛性等種々の性能を低下させてしまい、いずれの場合も好ましくない。
【００２６】
前記のように本発明では、溶融流動性などの特性を改良するため、前記（Ｃ）成分を使用
することが必須とされるが、本発明の目的を逸脱しない限り、従来公知の改質剤を併用し
てもさしつかえはない。公知の改質剤（以下、（Ｄ）成分という）としては、例えば、Ｃ
５系石油樹脂、Ｃ９系石油樹脂、Ｃ５／Ｃ９系石油樹脂、クマロン－インデン樹脂、テル
ペン樹脂、テルペン－スチレン樹脂、テルペン－フェノール樹脂等、およびこれらの水素
化物が挙げられる。（Ｄ）成分の配合量は、通常は（Ｃ）成分の使用量の３０重量％未満
とされる。
【００２７】
また、本発明のポリフェニレンエーテル系樹脂組成物は、耐衝撃強度を向上させるために
、（Ａ）成分と（Ｂ）成分の合計１００重量部に対し、７０重量部以下、好ましくは５０
重量部以下の割合で、以下の任意成分を配合してもよい。該任意成分（以下、（Ｅ）成分
という）としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン／プロピレン共重
合体、エチレン／ブテン－１共重合体、エチレン／プロピレン／ジシクロペンタジエン共
重合体、エチレン／プロピレン／５－エチリデン－２－ノルボルネン共重合体、エチレン
／プロピレン／１，４ヘキサジエン共重合体、エチレン／酢酸ビニル共重合体、エチレン
／アクリル酸ブチル共重合体、エチレン／α，β－不飽和カルボン酸及び酸無水物共重合
体、エチレン／α，β－不飽和カルボン酸グリシジルエステル共重合体等のオレフィン系
ゴムや、ジエン系ゴム状重合体の存在下にメタクリル酸メチルとアクリロニトリルを必須
成分とするビニル系単量体混合物を重合することによって得られるグラフト共重合体、Ａ
，Ａ′が重合されたビニル系炭化水素ブロックであってＢが重合された共役ジエンブロッ
クであるＡ－Ｂ－Ａ′型ブロック共重合体やそのジエンブロックＢ部が水素添加されたも
のである水素添加Ａ－Ｂ－Ａ′型ブロック共重合体等が挙げられる。
【００２８】
　また、本発明の は、前記必須成分である（Ａ）、
（Ｂ）、（Ｃ）成分並びに任意成分である（Ｄ）および（Ｅ）成分の他に、公知の各種の
添加剤、例えばステアリン酸、ベヘニン酸、それらの金属塩（カルシウム、マグネシウム
、亜鉛等）、エチレンビスステアリン酸アミド等を添加することもできる。また、着色剤
、酸化防止剤、帯電防止剤、難燃剤、顔料、染料、ガラス繊維、金属繊維、金属フレーク
、炭素繊維等の補強材や充填材、熱安定剤、紫外線吸収剤、光安定剤、塑剤、可塑剤等を
添加できる。
【００２９】
本発明のポリフェニレンエーテル系樹脂組成物の製造方法は特に制限されず、通常公知の
方法を採用することができる。すなわち、ペレット、粉末または砕片状態のポリフェニレ
ンエーテル系樹脂（Ａ）、ポリスチレン系樹脂（Ｂ）および前記（Ｃ）成分を、高速撹拌
機等を用いて、均一混合した後、十分な混練能力のある一軸または多軸の押出し機で溶融
混練する方法、またはバンバリーミキサーやゴムロール機を用いて溶融混練する方法等の
種々方法を採用できる。
【００３０】
【発明の効果】
本発明によれば、溶融流動性、成形加工性に優れ、かつ耐熱性にも優れるポリフェニレン
エーテル樹脂組成物を提供できる。かかる本発明のポリフェニレンエーテル系樹脂組成物
はエンジニアリングプラスチックとして、自動車用部品、電子・電気機器部品やそれらの
製造工程中に用いることができ、その他、剛性、耐熱性、寸法安定性等が求められる各種
成形品に使用することができる。
【００３１】
【実施例】
以下、製造例、実施例および比較例により本発明を更に具体的に説明するが、本発明はこ
れらの実施例に限定されるものではない。以下、特記しない限り、部および％は重量基準
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である。
【００３２】
製造例１（精製安定化ロジンの調製）
(1) 不均化反応
　酸価１７２、軟化点７５℃、色調ガードナー６の未精製中国産ガムロジン１０００部に
触媒として５％パラジウムカーボン（含水率５０％）０．３部を加え、窒素シール下、２
８０℃で４時間攪拌して不均化反応を行ない、酸価１５７、軟化点７７℃、色調ガードナ
ー８の不均化ロジンを得た。
(2) 精製
　前記不均化ロジンを窒素シール下に３ mmHgの減圧下で蒸留し、酸価１７８．３、軟化点
８５℃、色調ガードナー４の一般恒数を有する表１に示す主留を精製不均化ロジンとした
。
(3) 水素化反応
　前記精製不均化ロジン２００部と５％パラジウムカーボン（含水率５０％）０．４部を
、振盪式オートクレーブに仕込み、系内の酸素を除去した後、系内を水素にて１００ Kg／
cm２ に加圧し２６０℃まで昇温し、同温度で３時間、水素化反応を行ない、酸価１６９．
１、軟化点８６．０℃、色調ガードナー１以下（ハーゼンカラー５０）の精製安定化ロジ

得た。
【００３３】
製造例２（精製安定化ロジンの調製）
(1) 脱水素化反応
　製造例１ (2) で得た精製不均化ロジン２００部と、脱水素化触媒として５％パラジウム
カーボン（含水率５０％）０．２部を、振盪式オートクレーブに仕込み、窒素置換して系
内の酸素を除去した後、系内を２６０℃まで昇温し、同温度で３時間、脱水素化反応を行
ない、酸価１７１．７、軟化点８７℃、色調ガードナー１以下（ハーゼンカラー１２０）
の精製安定化ロジ 得た。
【００３４】
製造例３（精製安定化ロジンの調製）
(1) 水素化反応
　製造例１ (1) に記載の未精製中国産ガムロジン１０００部と、水素化触媒として５％パ
ラジウムカーボン（含水率５０％）２部を、振盪式オートクレーブに仕込み、系内の酸素
を除去した後、系内を水素にて１００ Kg／ cm２ に加圧し、撹拌下に２６０℃まで昇温し、
同温度で３時間、水素化反応を行ない、酸価１６７、軟化点７４℃、色調ガードナー５の
未精製水素化ロジンを得た。
(2) 精製
　上記の未精製水素化ロジンを窒素シール下に３ mmHgの減圧下で蒸留し、酸価１７５．２
、軟化点８３℃、色調ガードナー２の一般恒数を有する表２に示す主留を精製水素化ロジ
ンとした。
(3) 脱水素化反応
　上記の精製水素化ロジン２００部と、脱水素化触媒として５％パラジウムカーボン（含
水率５０％）０．２部を、振盪式オートクレーブに仕込み、窒素置換して系内の酸素を除
去した後、系内を２５０℃まで昇温し、同温度で３時間、脱水素化反応を行ない、酸価１
７２．６、軟化点８４℃、色調ガードナー１以下（ハーゼンカラー８０）の精製安定化ロ
ジ 得た。
【００３５】
製造例４（精製安定化ロジンエステルの調製）
　製造例１ (2) で得た精製不均化ロジン５００部をフラスコに仕込み、窒素シール下に１
８０℃に昇温し、溶融撹拌下に２００℃でグリセリン６０部を加えた後、２８０℃まで昇
温し、同温度で１２時間エステル化を行ない、酸価３．４、軟化点９９℃、色調ガードナ
ー５の精製不均化ロジンエステルを得た。該ロジンエステルを製造例１ (3) と同様の反応
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条件にて水素化反応を行ない、酸価８．５、軟化点９９℃、色調ガードナー１以下（ハー
ゼンカラー１５０）の精製安定化ロジンエステ 得た。
【００３６】
製造例５（精製安定化ロジンエステルの調製）
　製造例２で得られた精製安定化ロジ ００部、ビスフェノールＡのプロピレンオキサ
イド２モル付加物（水酸基価３１８）３３６部をフラスコに仕込み、窒素気流下２５０℃
にて１２時間反応させることにより、酸価２．０、軟化点９０．０、色調ガードナー１～
２の精製安定化ロジンエステル（以下、ロジン という）を得た。
【００３７】
製造例６（精製安定化ロジンエステルの調製）
　製造例１ (3) で得られた精製安定化ロジ ００部、２，２－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）プロパンジグリシジルエーテル（エポキシ当量１８３．９）８３．５部およびト
リフェニルホスフィン０．０７１部をフラスコに仕込み、窒素気流下１５０℃にて４時間
反応させた後、さらに２５０℃で５時間反応させることにより、酸価０．１、軟化点１０
１℃、色調ガードナー１以下（ハーゼンカラー１７５）の精製安定化ロジンエステル（以
下、ロジン という）を得た。
【００３８】
比較製造例１
　製造例１ (1) で得られた未精製不均化ロジンを用いた
【００３９】
比較製造例２
　製造例１ (1) で得られた未精製不均化ロジンを用い、これを製造例１ (3) と同一の水素
化条件で水素化反応を行ない、酸価１５７．３、軟化点７９℃、色調ガードナー４の未精
製安定化ロジ 得た。
【００４０】
比較製造例３
　製造例１ (1) で得られた未精製不均化ロジンを用い、これを製造例２ (1) と同一の脱水
素化条件で脱水素化を行ない、酸価１５８、軟化点８０℃、色調ガードナー５の未精製安
定化ロジ 得た。
【００４１】
比較製造例４
　製造例１ (1) で得られた未精製不均化ロジンを用い、これを製造例６のエステル化条件
と同一条件にてエステル化し、次いで製造例３ (1) の水素化条件と同一条件にて水素化を
行ない、酸価８．１、軟化点８８℃、色調ガードナー６の未精製安定化ロジンエステ
得た。
【００４２】
比較製造例５
　製造例１ (1) で得られた未精製不均化ロジンを用い、これを製造例４のエステル化条件
および水素化条件と同一条件にてエステル化と水素化を行ない、酸価８．５、軟化点９５
℃、色調ガードナー７の未精製安定化ロジンエステ 得た。
【００４３】
実施例１～
　ポリフェニレンエーテル系樹脂（Ａ）｛固有粘度［η］（クロロホルム、２５℃）が０
．４８ｄｌ／ｇのポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレン）エーテル｝７０部、ポ
リスチレン系樹脂（Ｂ）｛ゴム変性ポリスチレン、三菱化学（株）製、商品名ＨＴ６４４
｝３０部および（Ｃ）成分 を表３に示す使用
割合で配合し、ブレンダーで混合し、２軸押出し機を通して溶融混練後、ペレット化した
。
【００４４】
比較例１
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実施例１において、（Ｃ）成分であるＣ－１を使用しなかった他は、実施例１と同様にし
てペレット化した。
【００４５】
比較例２～５
実施例１において、（Ｃ）成分であるＣ－１に代えて表３に示す各種樹脂を使用した他は
、実施例１と同様にしてペレット化した。
【００４６】
比較例６～１０
実施例１において、（Ｃ）成分であるＣ－１に代えて、表３に示すように比較製造例１～
５で得られたＣ－７～Ｃ－１１を用いた他は、実施例１と同様にしてペレット化した。
【００４７】
　実施例１～ および比較例１～１０で得られたペレット化したポリフェニレンエーテル
系樹脂組成物を用い、それぞれ以下の試験に供した。これらの評価結果を表３に示す。
【００４８】
（溶融流動性）
上記各種のペレットを用いて溶融粘度（３００℃）を測定した。なお、数値は、比較例１
（（Ｃ）成分を添加しない場合）を１００（実測値５２００ｐｓ）とした場合の相対値で
表記した。即ち、値が１００よりも大きければ溶融粘度が高く、溶融流動性が悪いことを
表し、値が１００よりも小さければ溶融粘度が低く、溶融流動性が良いことを表す。
【００４９】
（耐熱性）
上記各種のペレットを、シリンダー温度２５０～３００℃にセットされた射出成形機によ
り金型温度７０℃にて射出成形し、成形時の着色がなく、１８．６ｋｇ／ｃｍ 2  の応力下
で、１２０℃において変形が生じないものを○、そうでないものを×とした。
【００５０】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５１】
【表２】
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【００５２】
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
表３中、
（１）：水素化Ｃ５系石油樹脂（丸善石油化学（株）製、商品名マルカレッツＨ５０５、
軟化点１０１℃）
（２）：水素化Ｃ９系炭化水素樹脂（荒川化学工業（株）製、商品名アルコンＰ１１５、
軟化点１１５）℃
（３）：Ｃ９系炭化水素樹脂（三井石油化学（株）製、商品名ペトロジンＰＲ１４０、軟
化点１４０℃）
（４）：クマロン－インデン樹脂（新日鉄化学（株）製、商品名エスクロンＶ１２０、軟
化点１２０℃）　を示す。
【００５３】
表３より、実施例１～ の組成物は、比較例１～１０の組成物に比べて溶融流動性及び耐
熱性が良好であることが認められる。
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